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平成２９年１月２６日

公益社団法人 全国産業廃棄物連合会 御中

農林水産省食料産業局

バイオマス循環資源課食品産業環境対策室

環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部

企画課リサイクル推進室

食品リサイクル法に基づく食品廃棄物等の不適正な転売の防止の取組強化の

ための食品関連事業者向けのガイドラインの策定について

平成28年１月、食品製造業者等が産業廃棄物処分業者に処分委託をした食品廃棄物が、

当該処分業者により不適正に転売され、複数の事業者を介し、食品として流通するとい

う事案（以下「本事案」という。）が発覚しました。

本事案を受けて、政府においては「廃棄食品の不正流通に関する今後の対策」（平成

28年２月「食品安全行政に関する関係府省連絡会議申合せ」）を取りまとめ、本事案で

明らかになった課題に対しては、消費者の信頼を確保するため、関係行政機関及び関係

事業者が連携し、食品廃棄物の処理に係る対策と、食品関係事業者による食品の適切な

取扱いに係る対策の両面から、隙間なく対策を講ずることが重要であるとされました。

食品廃棄物の排出事業者に係る対策として食品循環資源の再生利用等の促進に関する

法律（平成12年法律第116号。以下「食品リサイクル法」という。）については、「食品

循環資源の再生利用等の促進に関する食品関連事業者の判断の基準となるべき事項を定

めた省令」（平成13年財務省・厚生労働省・農林水産省・経済産業省・国土交通省・環

境省令第４号。以下「判断基準省令」という。）を平成29年1月に改正し、食品廃棄物

等の不適正な転売防止措置について盛り込みました。

本ガイドラインは、改正された食品リサイクル法の判断基準省令の新たな規定に基づ

き、食品関連事業者（食品製造業者、食品卸売業者、食品小売業者及び外食事業者）に

おける食品廃棄物等の不適正な転売防止のための取組が適確に実施されるよう、その取

組指針を示すために策定されたものです。

貴団体におかれては、会員企業等に対して本ガイドラインを周知いただき、本ガイド



ラインに沿って食品廃棄物等の不適正な転売防止のための取組が適確に実施されるよう

ご協力をお願いいたします。

【お問い合わせ先】

農林水産省食料産業局

バイオマス循環資源課食品産業環境対策室

担当：鈴木、宮本、秋永

代表：03-3502-8111（内線 4319）

環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部

企画課リサイクル推進室

担当：小林、薄木

代表：03-3581-3351（内線6804）


